





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral











































































きるよう政府に要望するが、地租改正事務局によりこれが拒否され（1876 年 10 月）、結
果として地頭と鍬先人は地区ごとに「仮約定証」をとりかわし、個別にも「鍬先地約定書」
（鍬先地券ともいう）をとりかわして、相互の権利を確認し、後の買収あるいは分割にそ
なえることとなった（1877 年 11 月）。 
柳川地方の初期の鍬先地は約 1,669 町歩に達したが、以後買収あるいは分割による所有
権の確定がすすみ、昭和初期までに約 3 町歩に減少した。この場合初期は鍬先人に有利で、
地頭と鍬先人の権利を 3 対 7、あるいは 4 対 6 として買収あるいは分割がすすんだが、地頭


































税官、吉井友敬もそのことを意識していた［江, 1974: 54-57］。 
1898 年 9 月に発足した臨時台湾土地調査局は、このように位置づけられた清賦事業の関





























った（1905 年）［江, 1974: 215-227］。 
以上のような大租権の解消を小野武夫は高く評価したわけであるが、永小作関係の解消
という点からすると、大租権だけでなく小租権の評価についてみておく必要がある。上記





















なかでも、大租戸の取得分が 1 割 5 分あるいは 2 割に対し、小租戸のそれは 8 割 5 分ある
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